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本日の内容  

1. シナリオ選択のインパクト 

2. Variability ：需給調整力不足の課題 

3. Flexibility  ：需給調整力向上への挑戦 
-電源、需要、流通・系統間連系、運用高度化、市場- 
 
3.1 需要の能動化 

4. 電力市場の課題 

5. 水力の新たな取組 

6. 他山のゾウ 
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長期のエネルギー需給：ビジョンと計画 
 10年、20年後を考えるためには、より長期を見通すことが必要。 
 持続可能性のもと、資源制約，環境制約，国際的な社会経済活動，産

業競争力など，広範な視点に基づく方針決定が重要 
 計画策定と実施にあたっては，エネルギー基本計画などブレない方針

が重要 

1. シナリオ選択のインパクト 

環境省 

2050年のCO2▲80%の姿の検討例(2012) 

資源エネルギー庁 

エネルギー基本計画試算(2010) 
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解析条件:需要と電源設備構成 
◆解析期間: 2013-2030 

◆基本的な需給条件 

 2008.3に発表され, 2008.8に再検討された「長期エネルギー需給見通し」の 
「最大導入ケース」、2010.6の「エネルギー基本計画」の試算結果  

 

◆設備構成・運用の想定 

 中期的には電力会社の計画など公開情報を参考にし、長期的には独自想定。 

 需要は、気温よる変化、EV、HP給湯、バッテリーの導入効果を取り込む。  

 石炭火力，天然ガス火力：寿命は運開後40年、予備力などを基準に適宜追加。 

 石油火力：各システムに最小容量を残し、その他は寿命に従い廃止 

 連系線の運用：想定による設定 

 PV、風力は2010年の気象に基づく毎時の変動、水力は毎月の変動を反映 

◆解析ツール: ESPRIT 
      陳,池田,東,石関,境,中村,鈴木,荻本:Benders分解法による連系系統の最適電源開発計画, 

                       電気学会論文誌B,Vol.113-B,No.6,p643-652 (1993) 

                       荻本,大関,植田:太陽光発電を含む長期電力需給計画手法, 
                       電気学会論文誌,Vol.130-B, No.6,p575-583 (2010)など参照 

1. シナリオ選択のインパクト 
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発電機の負 荷 配 分 

  10電力システム別の各月の負荷持続曲線に対し， 
(1) 発電機の事故の影響を織り込んだ等価負荷持続曲線を作成 
(2) 等価負荷持続曲線に対して，発電機の投入方法（負荷配分） 
 ◆流れ込み水力，地熱，原子力：ベース電源として優先的に投入 
 ◆火力：発電単価（燃料費など）の安い順に投入 
 ◆貯水池式水力：発電可能電力量を制約として投入 
 ◆揚水：揚水メリットに基づき運転を決定 

次に、各１日の毎時について、需給調整力の充足をチェックし、発電機の
部分負荷運転と追加起動、揚水の稼働を決定して、抑制電力量を低減する。 
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需給調整力評価を含む電源運用分析 負荷持続曲線による経済負荷配分 

荻本和彦,片岡和人,池上貴志,野中俊介,東仁,福留潔_将来の電力システムの需給調整力の解析手法_IEEJ,Journal-C,Vol.132-No.10-pp.1376-1383 (2012) 
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シナリオ設定 

 検討シナリオとしては以下の表に示
す通り，「震災以前の見通し」に対
し原子力発電の扱いよりに４シナリ
オを設定した。 

 太陽光発電と風力発電については，
導入促進として，2020年において震
災前見通しの28GW、6GWに対し風
力のみ10.6GW，2030年においては
震災前見通しの53GW、10GWに対
し，PVは同量、風力は28GW (地域
導入量は，資源量ベース)を仮定した。 

 需給バランスは、シナリオ3aで各10
電力システムにおいて予備力10%程
度を目安とし、2a, 2b, 4aはほぼそ
れを踏襲した。 

 上記とは別に新規火力制約シナリオ
を設定した。 

荻本,片岡,池上,宇田川,赤井:我が国の長期電力需給ベストミックスの検討(3),エネルギー資源学会第30回エネルギーシステム・経済・環境コンファレンス,1-1 (2014) 

No. シナリオ名 内    容 

1 震災前 

見通し 

2010年エネルギー基本計画の再現 

PV53GW、風力 10GW 

2a 原子力 

開発継続 

40年廃止 

原子力の開発は一定量を見込む。 

福島を除く原子力は 60年廃止 

火力の一定増強, PV53GW, 風力 28GW 

2b 原子力 

開発継続 

40年廃止 

原子力の開発は一定量を見込む。 

福島を除く原子力は 40年廃止 

火力の一定増強, PV53GW, 風力 28GW 

3a 原子力 

開発中止 40

年廃止 

原子力の開発は工事中 2基のみ。 

原子力は運開後 40年で順次廃止。 

火力の一定増強, PV53GW, 風力 28GW 

4a 原子力 

5年内廃止 

原子力を 5年で全廃 

火力の一定増強, PV53GW, 風力 28GW 
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シナリオによる原子力設備量 

 シナリオ別の原子力の設備容量の変化 

荻本,片岡,池上,宇田川,赤井:我が国の長期電力需給ベストミックスの検討(3),エネルギー資源学会第30回エネルギーシステム・経済・環境コンファレンス,1-1 (2014) 
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 新設原子力の建設費は，35万円/kWを想定 

 原子力の燃料費は，1円/kWhを想定 

 新設火力の建設費は，石炭火力は25万円/kW，LNG火力は15万円
/kWを想定 

 火力の燃料費は，2012年コスト検証委員会想定単価を使用。（いずれ
も少し前に比べると極めて高い水準ではあるが 

   2020年や2030年に向かってさらに高くなるリスクも） 

 
   石炭124$/ton 

石油123$/bbl 
LNG734$/ton 
（為替:85.74¥/$） 

原子力・火力のシナリオ 

荻本,片岡,池上,宇田川,赤井:我が国の長期電力需給ベストミックスの検討(3),エネルギー資源学会第30回エネルギーシステム・経済・環境コンファレンス,1-1 (2014) 
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PVと風力導入シナリオ  

 太陽光発電の導入については、既設/新設
住宅、住宅以外の業務用ビル、産業、メ
ガソーラーの一括の３分野について想定
し、新築・既築住宅、非住宅の分野での
コストと導入量を想定した。 

 コストについては、2030年において新築
住宅は建材一体型で増分工事費なし、既
築は設置資材、工事費で10万円/kW増、
その他は規模のメリットがありその中間
とした。 

 風力は15万円/kWを一定とした。 

 地域別導入量は、PVはピーク需要比例、
風力は、陸上は賦存量ベース、洋上は立
地の自由度が上がり、需要地により近い
地点の開発が可能と想定した。 

表2 PV, 風力発電のシステム別導入量 

太陽光発電の導入コスト ‘(新築/既築住宅、非住宅) 

系統 風力  PV 
 1 2a-4a 1-4a 

北海道 0.6  1.8  2.1  
東北 3.2  9.1  5.1  
東京 0.4  1.0  17.5  
中部 0.4  1.0  7.9  
北陸 0.7  2.0  1.9  
関西 1.2  3.3  8.9  
中国 0.8  2.3  3.5  
四国 0.5  1.3  0.9  
九州 2.1  5.8  4.8  
沖縄 0.2  0.5  0.4  

全国計 10  28  53  

 

荻本,片岡,池上,宇田川,赤井:我が国の長期電力需給ベストミックスの検討(3),エネルギー資源学会第30回エネルギーシステム・経済・環境コンファレンス,1-1 (2014) 



10 Collaborative Research Center for Energy Engineering, 

Institute of Industrial Science, the University of Tokyo ©2011 Ogimoto Lab. CEE 

2030の電源設備容量                                     

シナリオ設定：設備容量 

 
 
 
 
 
 
 

 火力は50年の寿命を基本とし，2014年以降の石炭火力3.7GW,天然ガ
ス火力28.8GW，石油火力24.0GWの廃止を想定した. 

 コジェネの800億kWhは家庭用,業務用,産業用の導入量を想定し,それ
ぞれを都道府県別の一般世帯比率の世帯人員比率,業務用建物の床面積,
産業付加価値額の比率で配分した. 

 バイオマスの300億kWhは需要比例の導入,水力の900億kWhと地熱の
170億kWhは資源量ベースの導入（累積）を想定した. 

荻本,片岡,池上,宇田川,赤井:我が国の長期電力需給ベストミックスの検討(3),エネルギー資源学会第30回エネルギーシステム・経済・環境コンファレンス,1-1 (2014) 



11 Collaborative Research Center for Energy Engineering, 

Institute of Industrial Science, the University of Tokyo ©2011 Ogimoto Lab. CEE 

図4 2030年の発電電力量の比較            

解析結果：発電電力量 

 
 
 
 
 
 
 

 シナリオ2a～4aにおける原子力の発電量の減少は一部再生可能エネル
ギーの導入により補われるが,主として新規開発を含む石炭火力,天然
ガス火力稼働増加と,本来低稼働率の石油火力によって補われる. 

 PV(PV),風力発電(Wind),地熱(GEOT),バイオマス(Bio)の導入量は各
シナリオ共通に想定した発電を行う条件としているため,各シナリオで
同じ発電電力量になっている. 

荻本,片岡,池上,宇田川,赤井:我が国の長期電力需給ベストミックスの検討(3),エネルギー資源学会第30回エネルギーシステム・経済・環境コンファレンス,1-1 (2014) 
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 エネルギー需給に電力需給の占める割合は着実増加するため、電力需
給のエネルギー自給率を見ることには一定の意義がある。 

 電源の自給率は、再生可能エネルギーの最大限の導入を仮定しても、
原子力の発電量の低下する場合、大幅に低下する。 

 石油、天然ガス、石炭は、発電所には1ヶ月分そこそこの貯蔵しかな
いことを認識する必要がある。 

 

 図4  電力部門のエネルギー自給率            

検討結果：安定供給-自給率 

原子力の発電量の
低下により、自給
率が大幅に低下す
る。 

荻本,片岡,池上,宇田川,赤井:我が国の長期電力需給ベストミックスの検討(3),エネルギー資源学会第30回エネルギーシステム・経済・環境コンファレンス,1-1 (2014) 
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シナリオ2a

シナリオ2b

シナリオ3a

シナリオ4

シナリオ4b

シナリオ4c

シナリオ4d

 火力発電の燃料費は,原子力の発電量の減少を補うために,シナリオ1
に対し,4aで最大2.7兆円と大幅に増加する. 

 原子力の発電量の低下は、一定程度の石炭火力と天然ガス火力の増強
の想定の下でも、天然ガス、石油の燃料費の大幅な増加につながる。 

検討結果：燃料費 

 図4  2030年の年間の 燃料費           

荻本,片岡,池上,宇田川,赤井:我が国の長期電力需給ベストミックスの検討(3),エネルギー資源学会第30回エネルギーシステム・経済・環境コンファレンス,1-1 (2014) 
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 設備費を含めた経済性として、2011以降の新規電源のコストを均
等化して燃料費に加えた年費用を見る 
(割引率は5%，均等化期間はPV10年，風力20年，火力・原子力40年） 

 PVや風力の設備が国内で供給される否かで、日本の経済への影響は異なる。 

 今後再生可能エネルギー発電の増加で化石燃料発電の稼働率の減少が想定
される状況で、2030年以降の設備費の負担の考え方は今後整理要。 

 

 

 

検討結果：燃料費＋設備費 

荻本,片岡,池上,宇田川,赤井:我が国の長期電力需給ベストミックスの検討(3),エネルギー資源学会第30回エネルギーシステム・経済・環境コンファレンス,1-1 (2014) 
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シナリオ1
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シナリオ2b

シナリオ3a

シナリオ4

シナリオ4b

シナリオ4c

シナリオ4d

 2030年に向け，原子力の利用が制約されるシナリオではCO2排出量は
大幅に増大する。 

 火力発電における石炭火力の発電量の増加はCO2の排出量を増加する。 

検討結果：CO2排出量 

荻本,片岡,池上,宇田川,赤井:我が国の長期電力需給ベストミックスの検討(3),エネルギー資源学会第30回エネルギーシステム・経済・環境コンファレンス,1-1 (2014) 
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エネルギー/電力システム：実施可能な計画策定 

 電力需給における需要想定と電源確保方法
についての解析・評価 

 50Hz/60Hz間連系を含む送電網などの流
通設備の課題の発見と対応策の解析・評価 

 需要の能動化による電力システムの需給調
整力の確保、向上 

 2020年，2030年，その後に向けた 
S+3Eなど目標の再確認 

 実行可能な移行プロセスの実践 
電力システム間連系の最適化 

1. シナリオ選択のインパクト 

荻本和彦：論壇 日本の長期エネルギー需給戦略, 日本エネルギー学会誌Vo.91,pp141-145(2012) 
荻本和彦：時論 長期エネルギー需給計画とインテグレーション, 原子力学会誌Vol. 54, No. 7, p02-03 (2012) 
荻本和彦：総論 わが国における電力需給の展開と課題, 電気評論12月号_p7-12 (2012) 
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極端ケースからの示唆 

 2030年において総発電量に占めるPV発電の割合が4,8,12,16,20%
と増加した場合の系統からみた需要 

4/1 4/20 

•  再生可能エネルギー発電，ベース電源の導入割合が増加するに従い，
変動(Variability)が増加し、需給バランスの課題解決が難しくなる 

•  課題の解決には，既存設備や新たな設備の運用による対策が「段階
的」に必要となる 

• エネルギーセキュリティは震災で再認識すべき視点 

2. Variability:需給調整力不足の課題 
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再生可能エネルギーの出力変動 

 再生可能エネルギーをエネルギー源として導入することは、かつての水主
火従時代の水力の場合と類似して、その出力変動特性を分析・把握し、か
つ運用の中で予測を行うなど、きめ細かな運用と設備形成が必要となる。 

 太陽光発電、風力発電など、出力変動特性を分析し、送配電系統の電圧・
潮流問題に加え、系統全体での需給調整の課題を解決する必要がある。 

 

2. Variability:需給調整力不足の課題 
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再生可能エネルギーの導入量の増加により、電力システム全体の需給調整
問題が発生する理由は、 

 変動する再生可能エネルギーの導入による、変動量の増加 

 火力など調整可能な電源の運用量の減少による、需給調整力低下 
 

実際のバランスは、各時刻で、各電源の出力調整特性を含めた評価が必要 
日間の電力需要は日本全国を想定したイメージ 
 

最低負荷の状
態で、火力な
どによる調整
余力が最小 

Variabilityを厳しくする２つの要素 
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2. Variability:需給調整力不足の課題 
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最小残余需要の発生日およびその前後3日間の残余需要 

毎時の残余需要分析 

 風力発電  全国28 GWを想定 

  東北電力：9.1 GW,  東京電力：１.0 GW 

 太陽光発電 全国80 GWを想定 

  東北電力：7.7 GW,  東京電力：26.5 GW 
東北 

東北＋東京 

片岡和人,池上貴志,宇田川佑介,荻本和彦,大関崇,斉藤哲夫:再生可能エネルギー発電と需要の変動特性の分析・評価, 
電気学会新エネルギ－・環境，メタボリズム社会・環境システム  合同研究会,FTE-12-052,MES-12-023 (2012) 

2. Variability:需給調整力不足の課題 
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 現状の電力システムではn-1基準による最大ユニット容量の脱落を想定し
ており、その最大値は原子力の1350MW。 

 大きな天候の変化にともなう継続した出力減少、上昇は、定格容量の数
割と言われ、稀頻度でも、電力システムの運用に深刻な影響を与える。 

 様々なRESの変動から発生する正味(残余)需要のRamp (発電量低下と需
要増の同時発生など)の特性分析、予測が重要。 

 

片岡,池上,宇田川,荻本,斉藤:風力発電ならびに残余需要のランプの予備的分析,電気学会全国大会 (2013) 

Variabilityの最過酷事象：Ramp 
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2. Variability:需給調整力不足の課題 
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 東北システム 13ウインドファーム（291.95MW)_10秒サンプルデータの
分析によれば、風力の短時間変動(20分窓)は定格容量の20%に登る。 

 電力システムの現状のLFC調整容量（需要の2%程度）を仮定し中間期の最小
需要を仮定すると、東北システムの最小需要8GWでは0.8GW、東京・東北
連系システムの最小需要を30GWでは3GWに風力の連系容量が制限される厳
しさ。 

風力発電の短時間出力変動（20分窓） 

風力発電出力変動分布 Ａグループ Ｂグループ 

Ｃグループ 

片岡和人,池上貴志,宇田川佑介,荻本和彦,大関崇,斉藤哲夫:再生可能エネルギー発電と需要の変動特性の分析・評価, 
電気学会新エネルギ－・環境，メタボリズム社会・環境システム  合同研究会,FTE-12-052,MES-12-023 (2012) 

2. Variability:需給調整力不足の課題 
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 原子力や、石炭火力、天然ガス火力などの大規模系統電源は、経済性、環境
性などの優れた特性を有するが、その特性を最大限に発揮するためには、ベ
ース電源として一定出力の運転を行うことが望ましい。 

 そもそも、低炭素化、化石資源の制約は、出力調整の容易な火力発電の利用
の低減を意味し、 
電力システムの供給側の需給調整力の低下は世界共通の課題。 

 電力システムにおけるニーズに応じて、 
調整力の価値は、大きさ、速さ、継続時間、確実性で決まる。 

 

高効率天然ガス複合発電 IGCC, IGFC 
先進的原子力発電 

図の出典：CoolEarthエネルギー革新技術計画報告書 

どこに課題と可能性があるか 

2. Variability:需給調整力不足の課題 
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足元の現状から、将来のニーズと可能性を見通して、設備と運用の双方によ
る段階的対応が必要かつ有効 

 新しいニーズの反映による、従来電源の需給調整力の最大活用： 
 火力発電の最低運転電力低減、負荷調整能力の向上、起動時間短縮 

 揚水の積極運用、可変速化による揚水運転時の調整力向上 

 水力の運用の高度化 

 新たに導入されるRESの発電の調整力の積極的活用 
 風力のピッチ角制御などによる出力抑制、発電制御 

 PVのインバータ制御の高度化 

 民生・業務の建物、PHEV/EVの充電需要に分散型の電力貯蔵を含む 
需要の能動化(自動デマンドレスポンス) 

 送電線、系統連系の拡充による電力システムのリソースの最大活用の環
境整備 

 PV、風力など出力の変動する再生可能エネルギー発電の出力把握・予測
を含めた運用の高度化と最適設備形成による電力システムの進化 

 
 

現 在 新 た に 検
討 が 進 め ら れ
て い る ス マ ー
ト グ リ ッ ド 的
対応策 

Flexibility向上とVariability低減 : 
3. Flexibility: 需給調整力向上への挑戦 
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需給運用におけるFlexibility向上の体系 

3.需要の能動化(auto-demand response) 

1.系統電源の調整力強化 2.RESの最適配置と調整力向上 5.電力システム運用高度化 

電
力
貯
蔵
技
術 

4.
送
配
電
網
と
系
統
連
系 

需給運用 経済原理 

物理法則 

需給調整の課題：VariabilityとFlexibility 
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Flexibility向上：火力発電 

図１ 発電プラント運用性向上のポイント 

 電力系統に並列される火力発電機の台数減少にあっても最大の調整力が
発揮できるよう，従来および今後建設される発電プラントには，負荷調
整能力の更なる向上として以下が求められる： 
 負荷変化速度の向上， 

 最低負荷の低減， 

 起動時間の短縮など負荷調整能力の更なる向上が求められている 

荻本,石井,北内,黒石,戸根,船橋:火力発電などによる電力システムの柔軟性向上の可能性,電気学会全国大会 (2013) 

3. Flexibility: 需給調整力向上への挑戦 
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 火力発電の近年の実績としては、タービンの起動時の熱応力の高度管理、過
熱器変圧運転の導入、復水調整運転によるタービン低圧抽気の絞り運転など
で、起動時間短縮、負荷変化速度の向上の例がある。 

 今後は，既設火力では，変圧運転範囲拡大と大型補機切替自動化による負荷
変化率向上，新設の石炭火力やコンバインド火力では，それぞれの技術特性
に着目し更なる最適化により、運用特性改善の可能性がある。 

 部分負荷運転時の効率低下や機器劣化防止など、経済性、保守性などの総合
的な視点からの検討が必要。 

Flexibility向上：火力発電 
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図2 部分負荷時の効率低下 
Fig.2 Net Thermal Efficiency Decline at a partial Load 

表1 火力発電の負荷変化速度と最低負荷 
Table 1 Load response and Minimum load of 

Thermal Power Plant 

荻本,石井,北内,黒石,戸根,船橋:火力発電などによる電力システムの柔軟性向上の可能性,電気学会全国大会 (2013) 

3. Flexibility: 需給調整力向上への挑戦 
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化石燃料の集中/分散電源の位置づけ 

 化石燃料を使う火力発電は、再生可能エネルギー発電、原子力発電
などのCO2フリーな電源と比較して、設備費が安価であるが燃料費
が総費用の大きな割合を占める。 

 化石燃料は、大半を輸入に依存し安定供給、経済性などの課題を持
つが、一定の設備量を確保し、必要に応じて購入量を調整し、必要
な備蓄と組み合わせることで、突発的な災害や紛争、短期的な需給
調整、天候不順や電源不足などの中期的な供給力不足などへの対応
が可能である。 

 大型火力による集中発電は、発電効率の徹底追及と機動的な需給運
用が可能である。一方、分散電源は、熱需要との組み合わせた熱併
給発電（コージェネ）により、全体での効率向上の追求ができる。 

 分散の化石燃料発電は、需要側に設置することで、燃料の確保量に
応じて、集中電源、送配電網などの不具合に対応して、電力供給を
継続できる可能性を持つ。 

 コジェネレーションは、高効率運転は熱利用の範囲に限られるが、
需給調整に貢献する余地も有する。この実現には、経済性、設備費
増、制度などの課題の解決が必要である。 

3. Flexibility: 需給調整力向上への挑戦 
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Flexibility向上：水力・揚水 

IEA_Hydropower_Technology Roadmap (2012) 

 火力発電と比較して、起動停止時間が短く(火力の数時間に対し数分)、負荷
変化速度も大きい(火力の数%/分に対し、～100%/分)一般水力、揚水など水
力の需給調整力の価値は大きい。 

 揚水発電は、需要を等価的に増加することで火力などの運用量を増加し需給 
調整力を高めるとともに、発電時および、可変速揚水の場合は揚水時の需給 
調整力の増加することができ、効果的な運用が可能となる。 

 今後、電力システムの運用ニーズの見通しのもと、貯水池運用を含めた最適
化、設備増強・新規開発による水力/揚水の既設設備の一層の活用、今後の電
力システムの需給調整力確保への貢献が期待される。 

 一般水力/揚水によるFlexibilityの向上 
への期待は大きいが、運用については 
河川の運用からの制約、新規開発につ 
いては開発地点の制約も大きい。 

 一般水力/揚水については、kWあた 
りの実現可能量が火力の約10倍である 
ことを再認識し、個別の技術開発、 
電力システム全体の最適化の見地から、 
運用高度化、新規開発を考えることが 
必要であろう。 

下
位
想
定 

上
位
想
定 

3. Flexibility: 需給調整力向上への挑戦 
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広い地域でのPV出力のならし効果と発電予測 

 天気などにより変動する再生可能エネルギー発電の出力は、広範囲の多くの
システムを対象として合計すると、速い周期の変動が打ち消しあい、変動の
周期が穏やかになるという「ならし効果」がある。 

 PVの合計出力の変動は、エリアの合計日射量の変動に近く、複数の県など
の広い地域の場合、短い変動性分(1時間未満など)は相対的に小さくなる。 

 ならし効果は、風力発電でも見られるが、地形など地域特性により個別の出
力変動特性が大きくことなるといった特徴がある。 

 さらに、PV、風力など異なった 
原理による変動性の再生可能エ 
ネルギー発電の変動はそれぞれ 
独立であり、適切な導入量の配 
分により更なる「ならし効果」が 
得られる。 

 「ならし効果」を十分に考慮した 
発電特性の分析、発電予測への応用 
は今後重要な検討課題である。 

太陽光発電のならし効果のイメージ 
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荻本和彦,大関崇,植田譲:太陽光発電を含む長期電力需給計画手法,電気学会論文誌,Vol.130-B, No.6,p575-583 (2010) 

Variability低減：変動性のRESのならし効果 

3. Flexibility: 需給調整力向上への挑戦 
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 出力の変動する風力発電や太陽光発電においても、発電出力(有効電力）の抑
制方向の制御、機器の電流定格の範囲において無効電力の制御を行うことが
できる。 

 ヨーロッパの風力発電では、系統連系要件の整備と並行して、優先給電ルー
ルのものとで風力発電の需給運用、電圧制御、周波数異常時の主力制御が行
われている。 

 系統の電圧・周波数変動時には、機器の設計により運転継続の特性が決定さ
れることから、系統連系要件、機器仕様、系統運用との組み合わせが重要に
なる。 

 ヨーロッパにおいては、一定の将来、 
同期化力を模した慣性制御、電力動揺 
制御、高調波電流吸収、ブラックスタ 
ート機能など、様々な機能が新たに求 
められる可能性がある。 

 PVについても、ドイツの系統連系 
要件において、小規模を含め遠隔制 
御の要件が定められ、例外規定として 
パネル出力の70%のインバータ容量が 
推奨されるなど、新しい動きが現れて 
いる。 

3. 需給調整問題解決の可能性 

Variability低減からFlexibility向上：風力・PV 

E. Quitmann, ENERCON: Ancillary services from WT and 
related Grid Codes, IRED (2012) 

3. Flexibility: 需給調整力向上への挑戦 
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電力システムの需給バランスは現在、主要な発電設備を利用した集中エネルギーマネジメ
ントによって管理されている。将来、再生可能エネルギーによる発電がシステムに組み込
まれた際には、需要能動化を利用した分散エネルギーマネジメントによる電力システムの
需給調整の分担が期待されている。 

現在の 
需給バランス制御 

蓄電池 
による 
需給バランス制御 

蓄電池が経済的に利用可能な
らば、適切な配置により、需
給バランスを調整できる。 

蓄電池 
蓄電池＋需要能動化 
による 
需給バランス制御 

需要能動化が電力システム需
給バランス制御の一部を担う
ことができるなら、全体の経
済性を高め、資源使用量の節
約にもつながる。 

蓄電池 

既存発電所によ
る追加的調整 

: 安定化 
 
: 変動 

既存発電所による
追加的調整 

Flexibilityの向上：需要の能動化 

3. Flexibility: 需給調整力向上への挑戦 
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電力システム全体を管理する集中エネルギーマネジメントと、需要側の分散エネ
ルギーマネジメントが協調する需要の能動化で、電力システムの需給調整力を向
上することができる。 

再生可能エネルギー発電量の変動は、多数地点の変動が相互に打ち消しあい
(ならし効果)緩和され、気象予報に基づく発電予測、PV、風力、需要など異
なる変動の相関などにより、電力システム全体で最適な需給調整が可能とな
る。 

 

 

 

 集中エネルギーマネジメントは
、系統の電源、揚水を含むエネ
ルギー貯蔵設備に加え、一部の
需要を直接制御することで、需
給調整力を向上する。 

 分散エネルギーマネジメントは
ダイナミックプライシングなど
のインセンティブ情報対応した
個別の機器運用を行い、エネル
ギーシステム全体として需給の
最適化に貢献する。 

需要の能動化：集中/分散エネマネの協調 

3. Flexibility: 需給調整力向上への挑戦 
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蓄電池 

＜家庭＞ 

太陽光発電 
太陽熱給湯器 

その他 
HP給湯機 

貯湯槽 

EV/PHEV 

エアコン 

分散EMS 

世帯数・世帯構成 
EMSの普及率 

家一軒の需要 
パターンの変化 

エネマネ装置 
家電機器の最適運用 

特定地域 
建物 

＜電力会社＞ 

＜気象庁＞ 

地域全体 

集中EMS 
気象・需要予測 気象予測 

日射量・発電量予測 

＜地域＞ 

電力供給地域全体の 
新たな需要パターン 

 ローカル計測制御 
（電圧・周波数） 

 直接制御（機器制御量） 
 間接制御（電力価格） 

当日運用 
・経済負荷配分 
・負荷周波数制御 

系統電力 

起動停止計画 

発電所運転計画 
  翌日の機器制御量     
  翌日の電力価格 

翌日の家電機器運転計画 
エアコンの利用時刻 
蓄電・貯湯の時刻 

EV/PHEVの充電時刻 

電力料金最小化 
スケジューリング 

翌日電力価格・機器制御量 
電力・熱の需要量予測 

PV発電量・太陽熱利用量予測 

集中/分散エネルギーマネジメントの協調 
4. 需要の能動化 
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Flexibilityの向上：地域内流通設備と連系線 

 再生可能エネルギーの導入を含め、新しい地点への電源立地に当たっては
、その電源立地地点からの電源送電線、ネットワークの増強が必要。 

 広い範囲の再生可能エネルギー発電を含む需給運用を可能とするための送
配電網を整備することにより、再生可能エネルギー発電量の変動について
、多数地点の変動が相互に打ち消しあう「ならし効果」を享受し、
Variabilityを低減することができる。 

 複数の電力システムをつなぐ系統間連系線の整備を進め運用を高度化する
ことで、これらの地域に分かれて存在するFlexibility資源を統合して運用
し最大活用することができる。 

 送電線の建設は、発電所の場合の点の開発ではなく線の開発であり、利害
関係者の数も多数となることから、技術的な制約、費用に加え、送電線の
社会的受容性に代表される社会的な問題の解決も必要であり、開発には相
当な時間とコストを要する場合が多い。 

3. Flexibility: 需給調整力向上への挑戦 
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Flexibilityの向上：地域間連系線等の強化に関するMP 中間報告 

地域間連系線等の強化に関するマスタープラン研究会 中間報告書・参考資料集・概要より作成 (2012.4) 

3. Flexibility: 需給調整力向上への挑戦 
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37 

Flexibilityの向上：北海道と東京、東北と東京の実証試験 

地域間連系線等の強化に関するマスタープラン研究会 中間報告書・参考資料集・概要より作成 (2012.4) 

3. Flexibility: 需給調整力向上への挑戦 
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Flexibility向上：発電出力把握・予測の必要性 

 再生可能エネルギー発電の出力変動による影響の緩和には，出力抑制，
電力貯蔵，系統全体での調整機能などにより対応することになる。その
ためには，出力変動の特性の把握とともに，変動の予測が必要となる。 

 再生可能エネルギー発電の出力予測の利用者は，それらの運用・制御を
行う発電事業者，系統全体の需給運用あるいは連系線の運用を行う系統
運用者などであり、制御，需給管理，補修など様々な運用管理に用いら
れる。 

 出力予測を含めた個別システム， 
電力システム全体の運用性は， 
再生可能エネルギー発電，電力 
システムの設備計画にも影響を 
与える。 

 従って，再生可能エネルギー発 
電の出力予測においては，これ 
らの多様な目的，立場のニーズ 
を満たすものを用意することが 
必要となる。 荻本, 雪田, 秋山, 岡本, 金尾, 周, 和澤：再生可能エネルギー出力予測に対する現状のニーズ, 新エネ

ルギ－・環境/メタボリズム社会・環境システム合同研究会 FTE-12-038, MES-12-009 (2012) 

電力システムの日々の需給運用 

3. Flexibility: 需給調整力向上への挑戦 
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Flexibility向上：発電出力把握・予測の手法 
再生可能エネルギーの発電の出力予測の方式は，入力データ，予測内容，
予測方法などで分類することができる。 

 入力データとしては，設備や地形といった静的なデータのほか，過去の
発電実績，リアルタイムの単地点・広域の発電状況，気象予報，衛星観
測データなどがある。 

 予測内容としては，時間的には予測スパン，時間解像度と更新頻度，空
間的には単一地点，地域，系統全体などの広域がある。 

 予測方法としては，気象の数値予測モデルのデータに基づく手法，過去
の実績や現時点に至る発電量、衛星観測データなどから推定する統計的
/ヒューリスティック手法，これらを組み合わせたものなどがある。 

 気象の数値予測に基づく手法は、その予測の内容次第であるが、一定の
長い期間の予測に有効であり、統計的、ヒューリスティック手法は、短
い期間の予測に有効であると言われている。 

 災厄の予測の要素の強い気象予測に対し、エネルギー利用に適したニー
ズを反映し、既存の気象の数値予測から発電出力予測に必要な情報を取
り出す，あるいは数値予測により発電予測に適した内容を付加するなど
の改善が有効ではないか。 

 

3. Flexibility: 需給調整力向上への挑戦 
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Flexibility向上：発電出力把握・予測の精度 

 電力システムの計画，運用においては，定常状態で需給を確保する観点から
system adequacyの評価のため，太陽光発電，風力発電に対しても変動する発
電量を考慮した容量価値(capacity value, capacity credit)の評価が行われる。 

 発電機(群)の容量価値の評価方法には同じ信頼度で削減できる従来電源の量とす
る考え方もあるが，目的により，適切な評価方法を選択することが重要となる。 

 容量価値は，Effective Load Carrying Capability (ELCC)により，ある発電機
(群)により同じ信頼度で供給できる需要の増加で評価することができる。 
信頼度指標としてLOLEを用いる場合， 
容量価値ELCCはある期間における各 
時間における既存システムの供給力 
と需要，追加電源の供給力のもとで 
同じLOLEを与える量として定義される。 

 過去の実績を用いることでその期間に 
おける当該電源(群)のELCCを算出する 
ことができる。今後の太陽光発電や 
風力発電の発電予測では，このような 
kW価値に変換した値とその精度が 
実用上重要になると考えられる。 

 

図 10 5つの予測手法の誤差の比較 

(Bald line: RMSE, Dashed line: bias) 

荻本, 雪田, 秋山, 岡本, 金尾, 周, 和澤：再生可能エネルギー出力予測に対する現状のニーズ, 新エネルギ－・環境/メタボリズ
ム社会・環境システム合同研究会 FTE-12-038, MES-12-009 (2012) 

3. Flexibility: 需給調整力向上への挑戦 
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Flexibility向上：発電出力予測：ニーズが重要 

 変動する再生可能エネルギー発電の導入の拡大にあたり，周波数調整，瞬動予備
力，待機予備力などのすでに定義されたアンシラリーサービスへの必要性が高ま
ると予想される。 

 大規模出力低下に対する比較的ゆっくりとした付加追従機能を含め新しいアンシ
ラリーサービス，1時間未満での潮流変更などの連系線運用の検討が行われている。 

 需給調整を行うシステム全体の合計発電量について，期待値ばかりでなく，経済
負荷配分より速い領域での定常的な変動の予測，稀頻度ではあっても大きな気象
の変化に伴い，合計発電量の一定の 
時間の比較的緩やかだが，大きな発電 
量の低下(ramp down)の予測が重要 
となる。 

 Ramp downの予測は，大きな需給 
問題の発生に直結するため，一定期間 
に関する統計的な精度ではなく，発生 
の可能性を逃さないことを基本とし， 
発生時間，変化速度，変化の大きさの 
精度が重要となる。 

 

図 11 前日予測の Ramp の予測誤差 

（Timing error, Rate of change error, magnitude error） 

荻本, 雪田, 秋山, 岡本, 金尾, 周, 和澤：再生可能エネルギー出力予測に対する現状のニーズ, 新エネルギ－・環境/メタボリズ
ム社会・環境システム合同研究会 FTE-12-038, MES-12-009 (2012) 

3. Flexibility: 需給調整力向上への挑戦 
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Flexibilityの向上：運用の高度化 

エネルギー・環境会議 需給検証委員会 報告書 (2012.5) 

 震災後の原子力の再起動困難化の中で、電力システムの運用の複雑さに
ついての世の中の理解が深まった。 

 Flexibility向上のための電力システムの運用の高度化とは、複雑で即時
性が求められる電力システムの運用の一層の高度化を意味する。 

3. Flexibility: 需給調整力向上への挑戦 
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Flexibilityの向上：電力システム運用の進化 

宇田川,荻本,福留,池田:再生可能エネルギー発電の予測誤差を考慮した電力需給計画手法の予備検討,エネ資学会第29回コンファレンス,6-3 (2013) 

 太陽光発電や風力発電の発電量の変動により、発電機の起動停止計画を含めた
、電力システムの運用は徐々に変化する。 

 発電量が大きく変動する可能性がある場合、その変動に追随するためにより多
くの台数の発電機を運転が必要となり、安定運用の確保には、経済性の劣る発
電機の追加起動と全体の部分負荷運転による効率低下により運用コスト増が発
生する。 

 電源、需要、流通設備の個別の機能向上と、系統間連系、再生可能エネルギー
の発電特性分析と予測を最適に組み合わせ、安定性、経済性、環境性を向上す
る、電力システムの運用と設備形成の進化が必要。 

 

 

 

発電予測誤差を含めた東北-東京連系系統の 
起動停止計画解析例 

米国Midwest ISOの市場運用スケジュール 
(風力発電予測を取り入れた前日と当日運用) 

3. Flexibility: 需給調整力向上への挑戦 
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2008.2 NETL Modern Grid Strategy Powering our 21st-Century Economy ADVANCED METERING INFRASTRUCTURE 

なぜスマートメーターか？ 

スマートメーターとは、従来の一定期間の電力使用量を記録するメー
タにかわり、以下の機能を実現するプログラム可能な装置： 
 
• 多様な料金メニューに対応した料金積算 
• 需要家および電力会社のための電力使用量把握 
• 需要反応などによる需要調整 
• 需要機器の遠隔制御 
• 家庭の需要機器との交信 
• ネットによる遠隔検針 
• 停電および復電の検知 
• 料金の事前支払い 
• 電力品質監視 
• 盗電の検知 
 
この装置を活かすシステム 
として、AMI :Advanced Metering Infrastructureがある。 

3.1 需要の能動化 
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PV：3～4 kWのシステムが一世帯平均3.4 kW，地域全体で
17 GW導入。 
蓄電池は、充放電容量1～2 kW（平均1.5 kW，地域全体7.5 
GW），蓄電容量2～12 kWh（平均6 kWh，地域全体30 
GWh）、充放電時のロスも15～20%（平均16%）。 
HP給湯機，熱出力3, 4, 12 kWの3種類（平均熱出力4 kW，
地域全体熱出力20 GW），貯湯槽の容量は熱出力12 kWの
HP給湯機の世帯は200 L，それ以外は370 L。 

 変動する再生可能エネルギー発電が導入されると、系統の発電機からみた需
要はもとの需要から再生可能エネルギー発電量を引いた等価需要となる。 

 等価需要の予測に基づくダイナミックな電気料金のもとで、HP給湯の沸き
上げ時間を、電気料金が最小になるように制御する。 

 制御方式を工夫することで、本来の充電ニーズを満たしつつ、様々な用途の
ヒートポンプ需要の合計量を等価需要の平準化に活用することができる。 

 

 

 

ヒートポンプ給湯の能動化による需給調整 

池上,荻本,矢野,工藤,井口:再生可能エネルギーの連系と需要の能動化を考慮した電力システムの経済運用モデル,電気学会全国大会(2012) 

発電状況:シナリオ2 

蓄熱量 

購入電力価格 

需要の平準化状況 
売電 

蓄熱量 

熱供給量 

500万世帯の最適運転計算結果 

購入電力量 
蓄電量 

3.1 需要の能動化 



46 Collaborative Research Center for Energy Engineering, 

Institute of Industrial Science, the University of Tokyo ©2011 Ogimoto Lab. CEE 

EV充電需要の能動化による需給調整 

池上,荻本,矢野,工藤,井口:再生可能エネルギーの連系と需要の能動化を考慮した電力システムの経済運用モデル,電気学会全国大会(2012) 

 変動する再生可能エネルギー発電が導入されると、系統の発電機からみた需
要はもとの需要から再生可能エネルギー発電量を差し引いた等価需要となる
。 

 等価需要の予測に基づくダイナミックな電気料金のもとで、電気自動車の充
電を料金が最低になるように制御する。 

 制御方式を工夫することで、本来の充電ニーズを満たしつつ、様々な用途の
電気自動車の充電の合計量を等価需要を平準化に貢献させることができる。 

 

 

 

PV15GW, 30GWの発電を含めた等価需要 

発電状況:シナリオ2 
火力並列ユニット数 

発電状況:シナリオ1 

電力システムの限界燃料費 

走行中EVの時刻別割合 

1000万台のEVを想定し、その蓄電
池容量は24 kWh，充電容量3.0 
kW，EV走行は、平均時速21km/h
で，電費10 km/kWhで電力が消費
されると仮定した。 
 

負荷平準化状況(PV15GW) 

負荷平準化状況(PV15GW) 

3.1 需要の能動化 
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東北 2030 年 5 月 1 日
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東北 2030 年 5 月 1 日
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Flexibility向上策を最大活用したRES発電抑制の回避 
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シナリオ2ｂ 東北 PV+風力最大日 
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  PV、風力の発電量の変動を含めた必要需給調整力に対し、能動化需要、系統電源
双方の活用による需給調整力を算出し比較する。 

 最大限の運用に基づく需給調整力の追加確保でも賄えない再生可能エネルギー発
電量の変動をその抑制により回避する量を、「発電抑制必要量」として算出する。 

 様々なFlexibility資源の最適活用による抑制量の削減と電力システムの設備・運
用の全体最適化は、今後の課題。 

3.1 需要の能動化 



48 Collaborative Research Center for Energy Engineering, 

Institute of Industrial Science, the University of Tokyo ©2011 Ogimoto Lab. CEE 

2008.2 NETL Modern Grid Strategy Powering our 21st-Century Economy ADVANCED METERING INFRASTRUCTURE 

需要の能動化を越えて：AMIとMDMS 

AMIは単なるメーターリングではなく、双方向の情報伝達に基づく公
共サービスの体系、空調設定、スマートメーター、その背後の通信
ネットワークとデーター処理システム(MDMS)など多様な目的と要素
を含む。 

業務用ビル、産業 

家庭 

系統運用者 

サービス 

3.1 需要の能動化 



49 Collaborative Research Center for Energy Engineering, 

Institute of Industrial Science, the University of Tokyo ©2011 Ogimoto Lab. CEE 

GTM RESEARCH, THE SMART GRID IN 2010: MARKET SEGMENTS, APPLICATIONS AND INDUSTRY PLAYERS, JULY 2009 

持続可能な社会へ：スマートグリッドの参入企業 

3.1 需要の能動化 



50 Collaborative Research Center for Energy Engineering, 

Institute of Industrial Science, the University of Tokyo ©2011 Ogimoto Lab. CEE 

• 従来の電力システムは、発電→送電→配電→受動的需要で構成され
ており、電力の流れも一方向である。 

• 調整可能な需要、分散電源、プラグイン電気自動車、蓄電池などの
導入と、スマート・グリッドの導入により、需要が能動的、電力の
流れも双方向になる。 

• 集中/分散のエネルギーマネジメントの協調は、電力システムの柔
軟性を高め、カーボンフリー、低カーボンのエネルギー供給を可能
にする。 

• 需要の能動化による新たな情報とデータは、エネルギー関連および
非関連の新しいサービスと新しい製品を生む。 

• しかし、より高度なビジネスの実現のためには、エネルギーとして
の必要仕様を超えたICTインフラの整備が必要。 

持続可能な社会へ：スマートグリッドの概念の拡大 

3.1 需要の能動化 



51 Collaborative Research Center for Energy Engineering, 

Institute of Industrial Science, the University of Tokyo ©2011 Ogimoto Lab. CEE 

エネルギーだけではないＨＥＭＳの拡張性 

温度湿度

電力見える化

水・ガス見える化

電気自動車

空調制御など

エコキュート

太陽光発電

医療・健康
教育・見守り
防犯・防災

エアコン

スマートメータ

窓の開閉・採光

太陽熱温水器

蓄電池

住宅の基本性能向上：高気密、
高断熱、通風・採光機能向上

HEMS

安心・安全
快適・便利
光熱費削減
楽しみ

【エネルギー･環境軸】

省エネルギー
環境負荷削減

【QOL軸】

人感センサー

事業者
【系統貢献軸】

需要調整
ピークカット

他住宅

クラウド
データセンター

電気予報

天気予報・
日射予測・

発電予測
【外部情報】

クラウド
基盤データセンター

光熱費コンサル
設備見守り
サービス

これまでに整備したプラットフォーム，住宅設備と機器との連携，環境情報の取り込み
機能を活用して，外気環境，住宅環境，機器情報，系統側の電力需給情報等に基づき， 

住宅の省エネルギー，CO2排出量削減（エネルギー・環境軸） 
エネルギーシステム全体の需給調整力の大幅向上（系統貢献軸） 

安心・安全などエネルギーを越えたより高い価値（QOL軸） 

の三軸の高付加価値の実現
を目指し実証実験を続けて
いきます。 

3.1 需要の能動化 



52 Collaborative Research Center for Energy Engineering, 

Institute of Industrial Science, the University of Tokyo ©2011 Ogimoto Lab. CEE 

• 省エネ、快適性に加えて系統との協調の機能 

• ＰＶ、太陽熱、地中・空気熱などの最大活用 

• 分散エネマネと宅内情報技術の標準化、低価
格化がカギ 

• 自然環境、世帯構成などの多様性への対応 

• 多様な技術の最適な組み合わせの考え方の
早期確立 

• 機器の総合的な運用の考え方の早期確立 

持続可能な社会へ：住宅・地域の将来像を描く 

3.1 需要の能動化 



53 Collaborative Research Center for Energy Engineering, 

Institute of Industrial Science, the University of Tokyo ©2011 Ogimoto Lab. CEE 

• 再生可能エネルギー、未利用エネルギーの最大活用とエネルギー需給・サービ
ス供給全体での経済性、セキュリティ、効用の最大化を目指す。 

• 都市においては、エネルギー/ユーティリティネットワークの構築、ビル・地
域運用監視・支援のもと、最適・協調運用を行う。 

• 種々の再生可能エネルギー（太陽光・太陽熱）を分散した発生場所から消費場
所へ輸送、双方向での輸送・貯蔵、利用、そのための計測、制御が必要 

 ↓ 

スマートエネルギーネットワーク 

 

持続可能な社会へ：スマートエネルギーネットワーク 

3.1 需要の能動化 



54 Collaborative Research Center for Energy Engineering, 

Institute of Industrial Science, the University of Tokyo ©2011 Ogimoto Lab. CEE 

電力市場：V-RESによる運用の変化 
 再生可能エネルギーの大量導入と優先給電により、既設の火力の稼働率はは

大きく減少するとともに、市場決定価格も大きく落ち込んだ。 

 ヨーロッパでは、”Large Combustion Plant Directive：2015年までの低効
率の火発の廃止”や”Industrial Emissions Directive：環境負荷への規制強
化”などにより火力発電の存続、新設が困難になる。 

Euelectric, “RES Integration and Market Design: are Capacity Remuneration Mechanisms needed to ensure generation adequacy?” (2011) 

スペインのガス/石炭火力の運転時間の低下 

4.電力市場の課題 

RES

V-RES大量導入途による市場価格への影響 

EnBW, Siemens Energy, “Economic Operation of Fossil Fuelled Power Plants to ensure security of supply”, VGB Congress (2011) 



55 Collaborative Research Center for Energy Engineering, 

Institute of Industrial Science, the University of Tokyo ©2011 Ogimoto Lab. CEE 

電力市場：V-RES補完供給力の維持 
 変動性の再生可能エネルギーの導入の拡大に伴い、residual loadの最大/最

小の差は拡大し、「V-RES補完供給力」は増加する。 

 ドイツでは、補助金の給付を条件に採算上事業者が廃止を希望する発電所の
廃止を認めないという制度を開始した。 

 季節電源の活用を含め、電力市場の日々の運用、設備形成の機能については、
「容量市場の創設」など、脱炭素化全体の最重要課題として議論が続いてい
る。 

 

ヨーロッパの卸電力市場
の要件についての議論 
Power Perspectives 2030, A 
contribution to Roadmap 2050 
(2011) 

4.電力市場の課題 



56 Collaborative Research Center for Energy Engineering, 

Institute of Industrial Science, the University of Tokyo ©2011 Ogimoto Lab. CEE 

電力市場：EUレベルの諸検討 
 European  Climate  Foundation:  Power Perspective 2030 

 Communication 112:A Roadmap for moving to a competitive low carbon 
economy in 2050 (2011.8) 

 Communication  885: Energy roadmap 2050 (2011.12) 

エネルギー市場の再考：電力の新しい管理方法、分散/集中、投資 

 Report: Ppriorities for 2020 and beyond ─ a blueprint for an integrated 
european energy network 

電力、ガスのネットワーク、貯蔵のインフラ形成 

 Communication 271- Renewable  energy:  a major player in the 
European energy market (2012.11) 

 Communication 663: Making the internal energy market work (2012.11) 

域内統合の課題、移行の課題として投資シグナル、ネットワーク 

 Council  conclusions  on  Renewable  Energy, December (2012.12) 

域内統合と開放、RES統合、協力とトレード、インフラ、技術革新と持続性 

 European Climate Foundation: Roadmap to Reality  

  European Electricity Grid Initiative: Research and Innovation Roadmap 
2013-2022 (2013.1) 

 ENTSO-E: Draft Network Code on Electricity Balancing (2013.2) 

 Forrum_Generation adequacy, capacity mechanisms and the internal 
market in electricity (2013.3) アデカシーと容量市場のパブコメのフォロー 

4.電力市場の課題 



57 Collaborative Research Center for Energy Engineering, 

Institute of Industrial Science, the University of Tokyo ©2011 Ogimoto Lab. CEE 

西中央ヨーロッパ市場（独、仏、蘭、ベルギー）の価格動向は、市場統合の不完
全性の中で、個別の需給要因での変動と相互の一定の乖離が見られる。 

ドイツの電力卸市場EEXでは、再生可能エネルギーの大量導入と連系線の混雑に
よる単独の長期低下傾向が見られ、スポット価格ではベース電源の連続運転（止
めることによる不経済）も要因となり、マイナス価格の発生が定常化している。 

欧州では、市場価格の低下と稼働率低下により、火力発電所の不採算の状況が広
がり、おり、天然ガス火力の廃止、長期停止が増えてきている。 

欧州の電力市場の状況 

DG Energy: Quarterly Report on European Electricity Markets,  Market Observatory for Energy, Vol. 6, issue 1 (2013) 

http://ec.europa.eu/energy/observatory/electricity/electricity_en.htm


58 Collaborative Research Center for Energy Engineering, 

Institute of Industrial Science, the University of Tokyo ©2011 Ogimoto Lab. CEE 

＊ 

ドイツの電力場運用スケジュール 

Sebastian Just and Christoph Weber : Strategic Behavior in the German Balancing Energy Mechanism: Incentives, 
Evidence, Costs and Solutions, Working Paper , University of Duisburg-Essen (2012) 
 



59 Collaborative Research Center for Energy Engineering, 

Institute of Industrial Science, the University of Tokyo ©2011 Ogimoto Lab. CEE 

IEAでは、2011.4にIEAより刊行された”Harnessing Variable Renewables: a 
Guide to the Balancing Challenge”の続編として、2011.12より GIVAR IIIの
検討が行われ、再生可能エネルギー発電の大量導入の影響とそれに対する電力シ
ステムの柔軟性向上に関する検討が行われた。 

2014.1の報告書の、アブダビエネルギーサミット会議での公開を目指している。 

IEAによる電力システムに関する取り組み 

http://www.iea.org/topics/renewables/givar/ 
 

http://www.iea.org/topics/renewables/givar/
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Institute of Industrial Science, the University of Tokyo ©2011 Ogimoto Lab. CEE 

2013年9月、ECのエネルギー規制共同機関であるACER(Agency for the 
Cooperation of Energy Regulators)では、「Pre-consultation  on “Energy 
Regulation: A bridge to 2025” set of papers」として、今後の電力・ガス市場
のあり方についてのパブコメを実施した。 

パブコメにあたっては、事務局が用意した論点ペーパーが掲載されている。 

EU ACERによる電力システムに関する取り組み 

http://www.acer.europa.eu/Official_documents/Public_consultations/Pages/PC_2013_E_05.aspx 
 

http://www.acer.europa.eu/Official_documents/Public_consultations/Pages/PC_2013_E_05.aspx
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Institute of Industrial Science, the University of Tokyo ©2011 Ogimoto Lab. CEE 

2013年11月、ECは、これまでの電力の域内統一市場を目指す検討の一環として、
加盟各国で検討されている容量メカニズム、容量市場の導入の考え方を発表した。 

この発表では、容量市場は、本来市場シグナルにより自主的な投資で行われるは
ずの供給力の確保を、別のメカニズムあるいは市場の創設により行うもので、そ
の必要量を人為的に設定することを含め、一般市場への公的介入にあたる。 

このため、今回の発表では、一般に言われる公的介入の弊害を考えて制度検討を
行う必要があることが述べら 
れている。 

ECによる域内統一電力市場を目指す電源確保の取組み 

http://ec.europa.eu/energy/gas_electricity/internal_market_en.htm 
 

http://ec.europa.eu/energy/gas_electricity/internal_market_en.htm
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2013年9月、米国の連邦エネルギー規制機関であるFERC(FEDERAL ENERGY 
REGULATORY COMMISSION)では、容量市場に関する技術会議を開催し、今後
の容量市場のあり方を議論し、12月までのパブコメを実施した。 

会議では、再生化のエネルギー大量導入のもとでの、新たな柔軟性の活用を含め
た電力システムの運用、市場、についての、課題、技術、市場制度など、事前に
配布された論点についての具体的な議論が行われた。 

米国 FERCによる電力システムに関する取り組み 

http://www.ferc.gov/EventCalendar/EventDetails.aspx?ID=6944&CalType=  
 

http://www.ferc.gov/EventCalendar/EventDetails.aspx?ID=6944&CalType=
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米国の水力ケーススタディ 

EPRI Quantifying the Value of Hydropower in the Electric  Grid: Final Report (2013)  

５ 水力の新たな取り組み 

 運用の視点では，価値の増加の可能性として，河川の運用と組み合わせた最適
化，調整力としての活用による他の電源の劣化防止や効率向上，再生可能エネ
ルギーなど調整力不足の電源の更なる導入などが挙げられている。 
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Institute of Industrial Science, the University of Tokyo ©2011 Ogimoto Lab. CEE 

米国での水力の新たな価値検討 (1) 運用 

EPRI Quantifying the Value of Hydropower in the Electric  Grid: Final Report (2013)  

５ 水力の新たな取り組み 

 運用の視点では，価値の増加の可能性として，河川の運用と組み合わせた最適
化，調整力としての活用による他の電源の劣化防止や効率向上，再生可能エネ
ルギーなど調整力不足の電源の更なる導入などが挙げられている。 
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米国での水力の新たな価値検討 (2) 技術 

EPRI Quantifying the Value of Hydropower in the Electric  Grid: Final Report (2013)  

 技術の視点では，価値の増加の可能性として，最低/最大出力の変更による運転
範囲の拡大，可変速一時間未満の需給調整，環境配慮型揚水による開発促進な
どが挙げられている。 

５ 水力の新たな取り組み 
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米国での水力の新たな価値検討 (3) 市場 

EPRI Quantifying the Value of Hydropower in the Electric  Grid: Final Report (2013)  

 市場の視点では，価値の増加は，一時間未満の需給調整，エネルギー/アンシラ
リーの運用価値最大化，揚水の貯蔵設備としての最適運用，供給力不足時の予
備力などでえられるとしている。 

５ 水力の新たな取り組み 
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欧州の状況：河川利用についての考え方 

K. Seelos, Challenge Water Framework Directive., Eurelectric Workshop”Hydro in Europe: Powering Renewables” (2011) 

５ 水力の新たな取り組み 
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 エネルギーシステムインテグレーション 

 エネルギーは，すべての人類の活動の基礎となる。エネルギーの制
約は人類の効用（経済活動，生活の質）レベルに直結する。 

 将来のエネルギー需給構造を考える際には，資源制約，環境制約，
技術や社会経済などの不確実性を視野に入れ，持続可能性のもと、
経済性、安定性、安全性の確保が必要。 

 持続可能なエネルギーの安定な需給構造を実現する鍵は，技術，制
度，人間の対応の組み合わせ。 

 エネルギー技術，制度，ライフスタイルの確立・改善には，研究開
発，導入普及，インフラ整備，教育研修など長期的視野が必要 

 実際の取り組みでは，各種制約の時期や大きさ，各時点での社会シ
ステムの状況などにより様々な選択肢があり，技術，制度，人間の
対応のそれぞれの役割には大きな多様性と不確実性が存在 

 様々な取り組みを効率的かつ効果的に進めるため，最大範囲の最適
化「エネルギーシステムインテグレーション」を行うことで、エネ
ルギー技術，制度，人間の対応の将来の姿を描き，その実現に向け
て着実に取り組むことが重要 
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 エネルギシステム全体をイメージして、家→コミュニティ→ネット
ワーク→日本→世界と地理的な拡大、従来の供給側に加え需要側、
ネットワークを取り込み、対象とするエネルギーを電気、ガス、燃料
とするなど、より範囲の広い最適化で、より有利な解決法が得られる。 

 しかし、実際には技術的、制度的、安全上などの制約が存在する： 

  1)技術的制約：配電網、送電網、系統間連系線、 

  2)制度的制約：分散電源の連系規則、家庭の契約、配電線の電圧変動、系統全
体の需給バランス、系統間の連系線、国外との連系など。 

  2)セキュリティ制約：自然災害や悪意による妨害などに対し安全であること。 

 家、コミュニティ、自動車など様々な需要クラスター毎の分散エネル
ギーマネジメントによる需要の能動化と新しい需給構造に向けた流通
設備の最適化を導入することは今後の重要なオプション。 

 

 

 更に立ち戻るべき点は、人間・社会が必要とするのは、エネルギーそ
のものではなく、快適な温湿度の空間、や高い生産性など、サービス
であるということ。 

 

エネルギーシステムの最大範囲での最適化 

震災による計画停電からの教訓も活かすことが重要 
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日本の福島事故を受け、2011.5よりドイツは従来の路線に原子力廃止を加え、
エネルギー構造の転換を進めている 

 改革の必要性は、エネルギー安定供給、持続可能な成長、RE導入による投資
と雇用の促進、地球環境問題、技術革新と産業育成 

 目標として、温暖化ガス削減、再生可能エネルギー(RES)、省エネルギーの
原子力の2022までの段階的廃止(実際の廃止は、2015, 
2017,2019,2021,2022)などの計画が掲げられている。 

 2011の発電電力量におけるREのシェアは風力8%, バイオマス6%, 水力3%, 
太陽光発で3%の合計20%で、石炭火力44%(褐炭25%, 瀝青炭19%), 原子
力18%, 天然ガス火力14%である。 

 2050年にはエネルギー需要を50%削減し、60%をRESで供給し、電力の
RESの供給を80%とする、これらに対応し、運輸、熱需要など様々な分野の
電化を進める。 

 RESの発電の導入の増加のため、PVや風力の発電量抑制、電源の効果的運用、
需要の能動化、発電予測、市場・需給調整運用の高度化、送配電網の整備な
どを進める。 

ドイツのEnergiewende (1) 

6. 他山のゾウ 
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ドイツのEnergievendeは、脱原子力、再生可能エネルギー導入のお手本として
マスコミ、専門家の話題でよく取り上げられる。しかし、日本の手本としては、
特定のポイントのつまみ食いはなく、全体の理解が必須。 

 電気料金上昇に関する、産業・業務、家庭への影響 

 経済性、雇用の視点からの国内の褐炭の利用継続と、褐炭火力の需給調整力の
不足の影響（より東側の国に褐炭資源は多い）。 

 需給調整力不足による毎日の運用の不安定化と抑制電力量の増加。 

 稼働率低下と電力市場価格の下落による、需給運用上必要な既存火力の不採算
に象徴される現行市場制度の改善の必要性。 

 北部の風力発電と南部の産業を含む需要地を結ぶ送電網の整備に対する市民の
反対による実現難。 

 蓄電、需要の能動化といった変動する再生可能エネルギー発電の20%超の安
定導入に必要な技術の展開には一定の時間を要する。 

海外にパラダイスを求めても、現実は異なる。 
先進事例として本質を理解し、分野によっては協同で解決策を考えるなど、 
独りよがりにならない自らの努力を含めた取り組みが日本にとって必要であろう。 

ドイツのEnergiewende (2) 

6. 他山のゾウ 



 
ご清聴ありがとうございました 

東京大学 生産技術研究所 エネルギー工学連携研究センター 
荻本研究室ホームページ 

  http://www.ogimotolab.iis.u-tokyo.ac.jp/ 

Nipponn.comで「日本の長期電力需給の可能性とエ
ネルギーインテグレーション」を日英で公開中です。 
http://nippon.com/ja/in-depth/a00302/ 

「シナリオ選択のインパクト」を、
2012.7Springer発刊のLecture 
Notes in Energy “Climate Change 
Mitigation”とその和訳である
2013.4丸善発刊の「実現可能な気
候変動対策」に掲載しました。 

http://www.ogimotolab.iis.u-tokyo.ac.jp/
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